
：開発事業者 ：教育委員会 ：行政上の指示・勧告 ：両者 手続の流れ

開発事業地の事前協議　（様式１）

可能性なし・開発済みなど

分布調査の依頼　（様式２）

埋蔵文化財あり

可能性あり・隣接地など

取扱い協議

要分布調査
（様式１の回答）　※１

埋蔵文化財発掘届・通知（様式７(93・94条)）※２

周知の埋蔵文化財包蔵地内

保存

取扱い協議

開発事業計画

周知の埋蔵文化財包蔵地の所在照会（様式18） 開発事業の企画構想

埋蔵文化財発掘届・通知
（様式７(93・94条)）　※２

工事着手可

（早めの協議依頼をお願いします。事業者→県市町村教委）

周知の埋蔵文化財包蔵地外

開発事業に対する埋蔵文化財の取扱い

記録保存目的の発掘調査　※３

①開発事業の企画構想
　事業地の選定に当たっては
周知の埋蔵文化財包蔵地（以
下包蔵地）を極力除外する。
遺跡地図は岩手県公式HPの
「いわてデジタルマップ」で
公開している。当該市町村教
育委員会も最新の遺跡地図を
常備している。

②分布調査
　必要に応じ事業地内の分布
調査を行い、包蔵地の有無や
範囲の確認を行う。この結果
に基づき試掘調査が必要か工
事着手可能か判断される。

③試掘調査
　必要に応じ事業地内の試掘
調査を行い包蔵地の遺存状況
等を確認する。この結果に基
づき開発事業者と教育委員会
とで事前調整を行い、最終的
な行政上の指示・勧告がなさ
れる。

要試掘調査　※様式２の回答

埋蔵文化財なし　※様式３の回答試掘調査の依頼　（様式３）

事
前
協
議
・
調
整

発掘調査　工事立会
（様式12（96・97条）の指示・勧告）

工事施工

遺跡の不時発見届・通知
（様式12(96・97条)）※５

保存に係る協議　※４

工事施工・完了

工事立会

保存

※１　事業地が１ha以上である、周辺に周知の埋蔵文化財包
　　蔵地（遺跡）が所在する、埋蔵文化財の所在確認を行っ
　　たことのない場所など。

※２　周知の埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で工事を行う場合
　　に、届出・通知する法律上の手続き。

※３　発掘調査についての流れは次頁参照。

※４　発掘調査実施中、重要な遺構等が発見された場合、史
　　跡等として後世に保存するための計画変更の協議を要請
　　することがある。

※５　周知の埋蔵文化財包蔵地（遺跡）外で工事中に遺跡を
　　発見した場合に、届出・通知する法律上の手続き。

事前調整

埋蔵文化財あり　※様式３の回答

保存

保存すべき重要遺構あり

発掘調査　　　工事立会　　　慎重工事　　　  （様式７(93・94条)の指示・勧告）

工法変更協議　（様式６）

遺跡発見の通知
（様式10(95条)）

工事立会の依頼　（様式４）

：開発事業者 ：教育委員会または調査主体者 ：行政上の指示・勧告 ：両者 手続の流れ

発掘調査経費の積算

発掘調査実施希望年度の前年度12月までに法第93・94条（様式７）による指示・勧告を受ける必要がある。

発掘調査事業経費の予算確保、調査条件等の整備、地権者の同意承諾書

現地立会の実施（開発事業者・調査主体者※・県教委の三者）

発
掘
調
査
実
施
前
年
度

発
掘
調
査
実
施
年
度

取扱い協議

保存に係る協議

調査範囲と面積、調査スケジュールと工期、調査条件等の確認を行う

※　調査主体者とは（公財）岩手県文化振興事業団埋蔵文化財センターや市町村教育委員会等である。

保存

発掘調査委託契約の締結（開発事業者と調査主体者）

報告書作成業務

発
掘
調
査
翌
年
度

報告書刊行・完了確認 発掘調査事業　完了

報告書作成委託契約の締結（開発事業者と調査主体者）

野外調査終了、報告書作成経費の積算

終了確認の実施（開発事業者・調査主体者・県教委の三者）

県教委へ発掘調査依頼文書提出（様式５）、事前協議・調整

野外調査実施（４月～10月まで）

保存すべき重要遺構あり

発掘調査の流れ

発掘調査（様式７（93・94条）に対する指示・勧告）

報告書作成業務の予算確保

報告書作成業務の積算

室内整理作業 工事着手可

工事施工完了


